
（単位：円）

①契約の相手方
法人名称

②物品役務等、
公共工事等の名称

③契約形態の別
④当初契約金額
（23年度支出見

込額）
⑤契約締結日 ⑥備考欄

一般社団法人日本ファインセラ
ミックス協会

可視光応答型光触媒の国際標準化の協調のための会議の開催に係る運営業務 一般競争入札 2,118,900 2011/10/3

一般社団法人日本航空宇宙工
業会

航空機分野の国内外技術動向および市場分析に係る情報収集 随意契約（競争性有り） 17,835,300 2011/11/27

一般社団法人日本能率協会

京都メカニズムクレジット取得事業
Ｈ１９年度京都メカニズムクレジット取得案件（江西省水力　羅洪口・功
閣）の第３モニタリング期間
Ｖｅｒｉｆｉｃａｔｉｏｎ（検証・認証）業務

一般競争入札 4,494,000 2011/12/2

一般財団法人日本気象協会
地球温暖化対策技術普及等推進事業
インドネシア国におけるセメント輸送船運航効率化支援プロジェクトの案件
発掘調査

随意契約（競争性有り） 9,124,500 2011/12/6

公益社団法人中国地方総合研
究センター

地域水素供給インフラ技術・社会実証
地域導入可能性調査
山口県における水素供給インフラの導入可能性調査

随意契約（競争性有り） 4,993,800 2011/12/12

（様式１－４） 法人名：新エネルギー・産業技術総合開発機構

23年度予算における公益法人等への契約による支出状況（第３四半期）

(注2）契約締結日の早いものから記載すること。契約締結日が同じものについては契約金額の大きいものから順に記載すること。

(注3）｢物品役務等、公共工事等の名称｣の欄には、｢公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表｣にお
　　　いて用いられている名称などを参考に記載すること。

(注4）｢契約形態の別｣の欄には、一般競争入札、指名競争入札、随意契約（競争性の有無）の別を記載すること。

(注5）危機管理等の観点から契約の相手方や物品役務等の名称を公表することが適当でないと判断される場合は、該当箇所にその旨を記載すること。

【記載要領】

(注1）｢公益法人等｣には、特例民法法人、一般社団・財団法人及び公益社団・財団法人が含まれている。
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